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研究成果の概要（和文）：本研究は、地域活性化を支援する経営管理ツールとして、メソ環境会計をモデル化した。具
体的には、岩手県紫波町の木質系バイオマス事業を事例としてマテリアルフローを調査し、事業体の取引関係から地域
的サプライチェーン・産業クラスターを明らかにした。また、中核となる事業体に調査を行い、マテリアルバランスや
財務・非財務の関連データを収集し、メソ環境会計のモデルに基づき整理した。そして、地域材や廃材の利活用が、付
加価値・雇用、森林保全、温暖化ガス削減等を地域全体でどのくらい生み出しているのか、これらの生み出された成果
がどこで享受されているのか等を分析した。分析結果は地方自治体や関連事業体と意見交換を行った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to promote local development by modeling a 
meso-environmental accounting. Meso-environmental accounting focuses on the regional supply chain and 
industrial cluster of natural resources such as wood, biomass, water and so on. I did a field research in 
Shiwa, Iwate Prefecture, Japan where wood biomass power plant project was actively under way. The 
meso-environmental accounting model intends to account for material flows of wood biomass and for value 
added, employment and the reduction of greenhouse gas in the Shiwa area. Fact finding of this model is 
that the distribution of value added and the greenhouse gas reduction are fairly different from region to 
region under our investigation. The results will be taken into consideration for the regional policy of 
the local government and other participants to the wood biomass power plant project.

研究分野：会計学

キーワード： メソ会計　メソ環境会計　バイオマス会計　地域的サプライチェーン　産業クラスター　環境会計　森
林会計
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

(1)日本の森林は人工林を中心に、林業の衰

退、森林の荒廃、中山間地域の過疎化・高齢

化という負のスパイラルに巻き込まれてい

る。こうした状況を打破するために、林業・

木材関連産業等、個別の事業体・組織におけ

るミクロレベルの経営改善に加え、これを、

特定の地域や、地域的サプライチェーン（SC: 

Supply Chain）・産業クラスター等、一定の

空間的な広がりを対象とするメソ・地域レベ

ルでの取り組みへに展開しようとする試み

が日本各地で始まっている。例えば、日本経

済調査協議会が 2012 年に発表した提言や、

農林水産省が 2012 年に発表した「森林・林

業再生プラン」が代表的である。 

 

(2)環境会計の領域では、ミクロ環境会計に

おいて、物量表示の勘定体系やマテリアルフ

ローコスト会計を、事業体・組織の壁を越え

て SC に拡張をさせる試みや、マクロ環境会

計において、フランスの自然遺産勘定（森林

勘定）や北欧諸国の森林資源勘定のように、

国や地域レベルでの森林の状態や変化を勘

定形式で記述する研究が行われている。ミク

ロ環境会計及びそれが生み出す会計データ

はマクロ環境会計によって用いられておら

ず、ミクロ環境会計とマクロ環境会計は有機

的な連携を欠いている。 

 
２．研究の目的 

(1)本研究は、メソ・地域レベルでの地域活

性化を支援する経営管理ツールとして、また、

マクロ環境会計と有機的な連携ができるミ

クロ環境会計の拡張として、メソ環境会計の

モデル化を試みた。メソ環境会計は、企業等

を対象としたミクロ環境会計と、国家規模の

マクロ環境会計との中間にあるシステムと

して、特定の地域というある一定の空間的広

がりを会計単位とする。木材・木質系バイオ

マス等は嵩の割に重さがないという特徴か

ら利活用に地域性が高いため、メソ環境会計

のモデル化では、林業・木材関連産業を事例

とした。 

 

(2)本研究の具体的な研究目的は、①木材等

を中心とする地域的 SC・産業クラスターを事

例として、メソ・地域レベルにおける林業の

再生や地域活性化の取り組み事例を調査し

取りまとめること、②林業・木材関連産業の

個別の事業体・組織におけるミクロレベルの

原価計算・環境会計を出発点として、メソ・

地域レベルの取り組みを総合的にマネジメ

ントできるメソ環境会計をモデル構築する

こと、という 2点を目的とした。 

 
３．研究の方法 

(1)本研究は、①メソ・地域レベルの経営改

善を図る先進事例や、ミクロ環境会計及びマ

クロ環境会計における先行研究の調査、②具

体的な地域を選択し、木材等のマテリアルフ

ローの調査、③関連データの収集によるメソ

環境会計のモデル構築を行った。 

 

(2)具体的には、①ミクロ環境会計を地域的

SC・産業クラスターに拡張しようとする試み

と、地域的なマクロ環境会計の試みを文献・

資料調査した。また、メソ・地域レベルにお

ける林業の再生や地域活性化の取り組み事

例を、文献・資料調査と実地調査によって取

りまとめた。これらの調査に基づき、②メソ

環境会計のモデル化を行う地域として、岩手

県紫波町の木質系バイオマス事業を選定し、

その地域の木材等のマテリアルフローを調

査して、それに基づき事業体の取引関係から

地域的 SC・産業クラスターを明らかにした。 

 

(3)そして、③地域的 SC・産業クラスターに

属する事業体に実地調査を行い、マテリアル

フロー・取引量・取引価格・会計データ等を

収集した。これらのデータを、マクロ環境会

計の勘定形式・勘定体系を用いて突き合わせ

る形で、メソ環境会計のモデル化を図った。



関連データの収集にあたっては、地方自治体

や関連事業体におけるフィールドワークを

重視し、意見交換会の開催等を通じて対話を

行い、モデルのリファインを図った。 

 
４．研究成果 

(1)本研究の研究成果は、以下の①～③の 3

項目にまとめられる。すなわち①ミクロ環境

会計及びマクロ環境会計からメソ・地域レベ

ルに関連する先行研究を調査・整理して、こ

れをもとにメソ環境会計のモデル化に取り

組む手順を設定したこと、②岩手県紫波町の

木質系バイオマス事業を事例として、木材等

のマテリアルフローから関連事業体・プロセ

スの取引関係・連鎖関係を調査して、地域マ

テリアル循環フロー図を作成したこと、③メ

ソ環境会計の具体的なモデルとして、関連事

業体に対する実地調査に基づき、SC・クラス

ター集計表を作成したこと、という 3項目で

ある。なお、地域マテリアル循環フロー図は、

SC・クラスターに属する事業者・組織間の取

引に基づき、地域内のプロセスの連鎖関係を

概念的に表す。SC・クラスター集計表は、地

域マテリアル循環フロー図に基づき、事業

者・組織から収集した関連データを整理する。 

 

(2)環境会計の先行研究の調査に関して、具

体的には、メソ環境会計の出発点といえる

「水の会計学」を始め、ミクロ環境会計を地

域的 SC・産業クラスターに拡張しようとする

試みと、地域的なマクロ環境会計の試みを調

査・整理した。ミクロ環境会計を地域的 SC・

産業クラスターに拡張しようとする試みと

して、バイオマス環境会計やメソ管理会計、

自治体による地域管理型環境会計等を取り

あげて、意図・特徴・具体的なモデル化方法

等を取りまとめた。また、地域的なマクロ環

境会計として、都道府県を境界とした SEEA

（ Satellite System for Integrated 

Environmental and Economic Accounting）

の試算や NAMEA（National Accounting Matrix 

including Environmental Accounts）の試算、

特定の資源・環境テーマに特化した廃棄物勘

定・農林業 SEEA・農林業 NAMEA の試算等を

取りあげ、勘定形式・勘定体系を中心に取り

まとめた。先行研究の調査をもとに、マテリ

アルフローをもとにメソ環境会計として地

域的 SC・産業クラスターを描き出す手順を、

以下のように設定した。 

①地域的 SC・産業クラスターにおけるマテ

リアルフロー（ストックを含む）に基づき、

どのような事業体・プロセスが係わってい

るのか、それらの取引関係、域外からの流

入・域外への流出を図示する（地域マテリ

アル循環フロー図）。 

②地域的 SC・産業クラスターで中核となる

事業体から、プロセスのマテリアルバラン

ス（原料調達量、加工量、販売量、廃棄・

ロス量等）を収集して、事業体・プロセス

間の取引関係と、域外に対する流入・流出

を物量ベースで分析する。 

③中核となる事業体から、財務・非財務の

関連データ（取引価格、主要設備、雇用、

作業時間等）を収集し、地域マテリアル循

環フロー図及び各事業体・プロセスのマテ

リアルバランスと組み合わせて、SC・クラ

スター集計表を作成する。 

④地域マテリアル循環フロー図及び SC・ク

ラスター集計表から、地域材や廃材の利活

用が、付加価値・雇用、森林保全、温暖化

ガス削減等を地域全体でどのくらい生み

出しているのか、これらの生み出された成

果がどこで享受されているのか等を分析

する。 

 本研究は、①～④までの手順に基づき、メ

ソ環境会計として、地域マテリアル循環フロ

ー図と SC・クラスター集計表を作成した。研

究期間との関係で、以下の⑤～⑧の手順、す

なわち地域的 SC・産業クラスター全体の改善

を図ったり、地域材や廃材等を用いた地域ビ

ジネスの新たな可能性を模索したり等は、部
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分的に実施した。 

⑤森林・林業の整備・保全や木質系バイオ

マスの利活用等に関して、国や地方自治体

における施策・事業計画等を調査して、地

域的 SC・産業クラスター全体の目標を明確

にする。 

⑥各事業体の経営計画を調査して、各事業

体の目標を特定する。 

⑦BSC（Balanced Scorecard）等のマネジ

メントツールを用いて、地域的 SC・産業ク

ラスター全体の目標と、各事業体の目標を

結びつけて調整を図る。 

⑧地域的 SC・産業クラスター全体及び各事

業体の目標に基づき、将来のシナリオを作

成して、シナリオに基づく、将来の地域マ

テリアル循環フロー図、SC・クラスター集

計表を作成する。いくつかのシナリオを設

定し、それらを現状と対比させて代替案を

検討する。 

 このような手順を経ることで、域的 SC・産

業クラスター全体と各事業体との間で目標

設定と事後的な分析・評価を連携させること

ができるようになる。 

 

(3)本研究は、メソ環境会計として地域的

SC・産業クラスターを描き出す手順①～④に

基づき、岩手県紫波町の木質系バイオマス事

業を事例として、木材等のマテリアルフロー

から地域マテリアル循環フロー図（図表 1）

を作成した。紫波町は 2000 年 6 月から始ま

った「循環型まちづくり」に基づき、木質系

バイオマスの利活用を推進している。具体的

に紫波町の木質系バイオマス事業は、木質ペ

レット・木質チップ・薪という 3 つの SC か

ら構成されている。木質ペレットの SC は、

製材廃材の収集、ペレット製造、ペレットボ

イラー・ペレットストーブでの熱利用である。

木質チップのSCは、未利用間伐材等の収集、

チップ製造、新しいまちづくり（オガールタ

ウン）と結びつけたチップボイラーを中心と

する地域熱供給等である。薪の SC は、未利

用間伐材等の収集、薪の製造、薪ストーブで

の利用である。 

 

図表 1 紫波町の木質系バイオマス事業の地

域マテリアル循環フロー図（2014 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)本研究は、地域マテリアル循環フロー図

から、木質系ペレットの SC・木質チップの

SC・薪の SC において中核となる事業体を明

らかにし、それらの事業体に対するヒアリン

グ調査・バイオマス施設の実地調査を行った。

具体的には、紫波町環境課・農林課、えこ 3

センター、（一）紫波町農林公社、紫波グリ

ーンエネルギー（株）等である。これらの事

業体からプロセスのマテリアルバランスや、

財務・非財務の関連データの提供を受けて、

メソ環境会計の具体的なモデルとして SC・ク

ラスター集計表を作成した。SC・クラスター

集計表は、木質ペレット・木質チップ・薪そ

れぞれの SC について作成された。これら 3

つの SC・クラスター集計表を取りまとめ、紫

波町の木質系バイオマス事業全体の SC・クラ

スター集計表とした。図表 2は木質ペレット

に関する SC・クラスター集計表である。 

 

(5)地域マテリアル循環フロー図及び SC・ク

ラスター集計表を始め、メソ会計としてモデ

ル化した本研究の成果は、地方自治体・関連



事業体が地域的 SC・産業クラスター全体やプ

ロセス等の分析・評価に用い、経営改善を図

るためのツールである。そのため、モデル化

にあたって調査に協力をしてくれた紫波町

環境課や各事業体に対して、メソ会計に基づ

き、木質系バイオマス事業が地域に与える経

済的・環境的・社会的な効果を複数回にわた

って説明する意見交換会を行った。また、意

見交換を通じて、メソ会計モデルのリファイ

ンを図ることができた。 

 

図表 2 木質ペレットの SC・クラスター集計
表（2014 年度） 
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